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内部統制システム構築の基本方針について 

 

当社は、平成１８年５月１２日開催の取締役会において、下記のとおり内部統制システム構築の

基本方針を決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 
 

内部統制システム構築の基本方針 
 
当社は、会社法および会社法施行規則に基づき、以下のとおり当社の業務の適正を確保する

ための体制を強化・整備する。 
 

（１） 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
事業活動における企業倫理・法令・社内規程等の遵守を確保するため、コンプライアンス担

当取締役を置き、当該取締役はコンプライアンス推進部署からの補佐や、コンプライアンス

委員会の諮問等をうけ、コンプライアンスを推進し統括管理する。 
 

（２） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
取締役の職務の執行にかかる情報は文書にて記録し、重要な書類は 10 年保存とする。 文

書の保存期間及び管理に関する体制は法令に従うとともに社内規程に定める。 
 

（３） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
コンプライアンス、環境、災害、品質、輸出管理等にかかるリスクについては、それぞれの

対応部署にて、必要に応じ、規程･ガイドラインの制定、マニュアルの作成・配布等を行う体

制をとる。 
新たに生じたリスクへの対応のために必要な場合は、取締役社長から全社に示達するととも

に速やかに対応責任者となる取締役を定めることとし、リスクが現実化し重大な損害の発生

が予測される場合には、取締役は速やかに取締役会に報告するものとする。 
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（４） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
事業活動の全般にわたる管理・運営の制度および業務の遂行状況を、合法性と合理性の観点

から検討・評価し会社財産の保全および経営効率性の向上を図るため、内部監査を所管する

「業務監査室」を置く。 月１回の定例および必要な都度開催される取締役会の他、月２回

代表取締役、担当役員及び各部門責任者で構成する「経営会議」を設けている。 
 
（５） 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保

するための体制 
当社グループ会社の経営について、その自主運営を尊重しながら、国内は月 1 回、海外は年

1 回の定例および必要な都度開催される「グループ経営会議」を通じ、事業内容の定期的報告、

重要案件の協議等を行い、各社の連携体制を強固なものとする。  
当社グループとしてコンプライアンスの徹底を図りながら、それを補完するため公益通報者

保護法に則った「ダイニック・ホットライン」（内部通報制度）を運用し、コンプライアンス

に反する事項の把握、早期是正を図る体制をとる。 コンプライアンス担当取締役又は使用

人は、監査役会に定期的にその業務の状況を報告する。 
 
（６） 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 
 

監査役（又は監査役会）には、つぎに掲げる事項を報告するものとする。 
① 経営会議に附議、報告される案件の概要 
② 内部統制に係る部門の活動概況 
③ 重要な会計方針・会計基準およびその変更 
④ 業績および業績見込みの発表内容、重要開示書類の内容 
⑤ 内部通報制度の運用および通報の内容 
⑥ 監査役会がその職務を遂行するために必要と判断し、取締役または使用人に求めた事項 
 
監査役会への報告は、常勤監査役への報告をもって行う。 
また、監査役会は決議により、取締役および使用人から報告を受ける監査役を決定している。 

 
（７） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は会計監査人、代表取締役、本社管理部門とも定期的および必要に応じて会合を開催

し、意見交換の機会を持つ。 また、監査役は「経営会議」及び「グループ経営会議」他の

重要な会議に出席する。 
 
（８） 監査役の職務を補助する使用人に関する体制 

現在、監査役の職務を補助すべき専従スタッフは未設置であるが、本社管理部門等の関係部

署が対応する。 
 

以上 


